
大和市告示第７０号 

大和市ホームドア等設置促進事業費補助金交付要綱を次のように定める。 

平成３１年３月２８日 

大和市長 大 木  哲   

 

大和市ホームドア等設置促進事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内に存する鉄道駅のプラットホームにおいて、旅客の転落及び列車との接

触を防止し、安全かつ安定的な輸送の確保による利便性向上を図るため、鉄道事業者が行うホー

ムドア等の設置に要する費用の一部に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについ

て、大和市補助金交付規則（昭和４２年大和市規則第２１号。以下「規則」という。）に規定する

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 鉄道事業者 鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第３条の規定に基づき、国土交通大臣

の許可を受けて鉄道事業を経営する者をいう。 

(2) ホームドア等 ホームドア又は可動式ホーム柵をいう。 

（補助事業及び補助対象経費） 

第３条 補助事業は、市内に存する鉄道駅において、鉄道事業者がプラットホーム上にホームドア

等を設置する事業とする。 

２ 補助対象経費は、ホームドア等の購入及び設置並びに設置に係る付帯工事に要する経費とし、

プラットホームの補強工事に係る経費等は含まないものとする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、補助対象経費に１２分の１を乗じて得た額（１，０００円未満の端数が生

じたときは、これを切り捨てるものとする。）を上限とする。 

（事前整備計画書の提出） 

第５条 申請者は、原則としてホームドア等の設置及び設置に係る付帯工事（以下「設置工事」と

いう。）に着手することを予定している年度の前年度６月末日までに、ホームドア等設置促進事業

事前整備計画書に次に掲げる図書を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (1) 概略設計図面（平面図等） 



 (2) 工事費概算見積書 

 (3) 工期（工程）が分かる書類 

（補助金の交付申請） 

第６条 申請者は、設置工事に着手するときは、あらかじめホームドア等設置促進事業費補助金交

付申請書に次に掲げる図書を添えて、市長に申請しなければならない。 

(1) ホームドア等設置促進事業に係る補助事業（変更）計画書 

(2) ホームドア等設置促進事業収支予算書 

 (3) 工事関係図面一式 

(4) 工事費等見積書 

(5) 工事に関する仕様書 

(6) その他市長が特に必要と認める書類 

２ 申請者は、前項の規定による申請を行うに当たり、消費税及び地方消費税を補助対象経費とす

る場合にあっては、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費

に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定

する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た

金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して申請しなければならない。た

だし、申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

（交付決定の通知等） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査した上、適当と認めるものに

つき補助金の交付を決定し、ホームドア等設置促進事業費補助金交付決定通知書（単年度・債務

負担行為）により補助事業者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第８条 補助事業者は、前条第１項の規定による通知があった場合において、当該補助金の交付の

決定内容又は交付条件に不服があるときは、通知があった日から起算して１０日以内に書面によ

り申請の取下げをすることができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかっ

たものとみなす。 

 （計画変更、事業の中止等） 

第９条 補助事業者は、第７条第１項の規定による通知があった後に、補助事業の内容に変更が生

じたときは、速やかにホームドア等設置促進事業に係る補助事業変更承認申請書に次に掲げる書



類を添えて、市長に提出し、承認を受けなければならない。 

(1) 変更の内容及び理由を証する書類 

(2) 当該補助事業に係る第６条第１項第１号から第６号までに規定する書類 

２ 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止するときは、あらかじめホームドア等設置促進事

業に係る補助事業中止・廃止承認申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出し、その承認を

受けなければならない。 

 (1) 中止又は廃止の理由を証する書類 

 (2) 当該補助事業に係る第６条第１項第１号から第６号までに規定する書類 

３ 市長は、前２項に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、適当と認める

ものにつき、ホームドア等設置促進事業に係る補助事業（変更・中止・廃止）承認通知書により

補助事業者に通知するものとする。 

（調査に対する報告等） 

第１０条 補助事業者は、規則第７条の規定による調査に係る報告を求められたときは、ホームド

ア等設置促進事業状況報告書（次項において「状況報告書」という。）に補助事業の執行状況等が

分かる書類を添えて、市長に報告するものとする。 

２ 補助事業者は、補助事業が当初の事業期間内に完了しない見込みがあるときは、状況報告書に

その理由を付して、市長が別に定める日までに市長に提出しなければならない。 

（完了届及び実績報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業が完了した日から３０日を経過し

た日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに、ホームドア等設置促進事業完了届に次

に掲げる図書を添えて、市長に届け出なければならない。 

(1) ホームドア等設置促進事業収支計算報告書 

(2) 検査済証又はこれに類する書類の写し 

(3) 工事費等の精算に関する書類（領収書等） 

(4) 入札の結果が分かる書類又は見積書の写し 

(5) 工事完成写真 

(6) 事業の完了を証するために必要な書類 

(7) その他市長が特に必要と認める書類 

２ 補助事業の事業期間が複数年度にわたる場合において、補助事業の一部が完了しているときは、

市長が別に定める日までに、ホームドア等設置促進事業終了実績報告書に次に掲げる図書を添え

て、市長に報告することができる。 



(1) ホームドア等設置促進事業に係る補助事業年度終了実績表 

(2) 当該補助事業に係る前項第２号から第４号までに規定する書類 

(3) 補助事業の一部が完了していることを証するために必要な書類 

(4) その他市長が特に必要と認める書類 

３ 補助事業者は、前２項の規定による届出又は報告を行うに当たり、消費税等仕入控除税額が明

らかであるときは、当該消費税等仕入控除税額を減額した上で、申請しなければならない。 

（補助金の額の確定等） 

第１２条 市長は、前条第１項に規定する届出があったときは、その内容を審査の上、交付の決定

内容及び交付条件に適合すると認めるものにつき、交付すべき補助金の額を確定し、ホームドア

等設置促進事業完了検査済及び補助金額確定通知書により補助事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、前条第２項の規定による報告があったときは、その内容を審査の上、正当と認めるも

のにつき、交付すべき補助金の額を確定し、ホームドア等設置促進事業出来高検査済及び補助金

額決定通知書により補助事業者に通知することができる。 

（補助金の請求） 

第１３条 補助事業者は、前条の規定による通知を受けた後、ホームドア等設置促進事業費補助金

交付請求書を市長に提出し、補助金の交付を請求するものとする。 

 （消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４条 第６条第２項ただし書による申請がなされた場合にあっては、第１１条の書類を提出し

た後に、消費税及び地方消費税の申告により消費税等仕入控除税額が確定した場合は、消費税等

仕入控除税額報告書により、速やかに市長に報告しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の規定による報告の後、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部を返還

しなければならない。 

 （取得財産等の整理） 

第１５条 補助事業者は、補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」

という。）に関する特別の帳簿を備え、かつ、取得財産等を取得し、又は効用の増加した時期、所

在場所、価格及び取得財産等に係る補助金の状況が明らかになるよう整理しなければならない。 

（取得財産等の管理及び処分） 

第１６条 補助事業者は、取得財産等について、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注

意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等の管理方法等について市長が協議を求めた場合は、これに応じなけ

ればならない。 



３ 補助事業者は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定

める取得財産等に係る耐用年数の期間（以下「省令に定める期間」という。）又はそれに準ずるも

のと認められる期間内に、取得財産等を市長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならない。 

４ 補助事業者は、前項の期間内に第１条に規定する趣旨に反することなく財産の処分をしようと

するときは、あらかじめホームドア等設置促進事業に係る財産処分協議申請書を提出し、市長の

承認を受けなければならない。 

５ 市長は、前項に規定する提出があったときは、提出があった日から３０日以内に財産の処分の

可否について申請者に通知するものとする。この場合において、補助事業者が財産を処分するこ

とにより収入があった場合は、その収入の全部又は一部を返還させることができる。 

（帳簿等の保存） 

第１７条 補助事業者は、次の各号に掲げる帳簿等を、省令に定める期間保存しなければならない。 

(1) 取得財産等の得喪に関する書類 

(2) 取得財産等の現状把握に必要な書類及び資料 

（補助金に係る経理等） 

第１８条 補助事業者は、補助対象経費に係る補助金の収入及び支出に関する帳簿並びに証拠書類

を備え、他の経理と区分して補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 前項の帳簿及び証拠書類は、補助金の交付を受けた日の属する年度の翌年度から１０年間保存 

するものとする。 

（様式） 

第１９条 この要綱で使用する様式は別表に掲げるとおりとし、その内容は別に定める。 

（委任） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 



別表（第１９条関係） 

様式番号 様式の名称 関係条文 

第１号様式 ホームドア等設置促進事業事前整備計画書 第５条 

第２号様式 ホームドア等設置促進事業費補助金交付申請書 第６条 

第３号様式 ホームドア等設置促進事業に係る補助事業（変更）計画書 第６条及び第９条 

第４号様式 ホームドア等設置促進事業収支予算書 第６条及び第９条 

第５号様式 ホームドア等設置促進事業費補助金交付決定通知書（単

年度・債務負担行為） 
第７条 

第６号様式 ホームドア等設置促進事業に係る補助事業変更承認申請

書 
第９条 

第７号様式 ホームドア等設置促進事業に係る補助事業中止・廃止承

認申請書 
第９条 

第８号様式 ホームドア等設置促進事業に係る補助事業（変更・中止・

廃止）承認通知書 
第９条 

第９号様式 ホームドア等設置促進事業状況報告書 第１０条 

第１０号様式 ホームドア等設置促進事業完了届 第１１条 

第１１号様式 ホームドア等設置促進事業収支計算報告書 第１１条 

第１２号様式 ホームドア等設置促進事業終了実績報告書 第１１条 

第１３号様式 ホームドア等設置促進事業に係る補助事業年度終了実績

表 
第１１条 

第１４号様式 ホームドア等設置促進事業完了検査済及び補助金額確定

通知書 
第１２条 

第１５号様式 ホームドア等設置促進事業出来高検査済及び補助金額決

定通知書 
第１２条 

第１６号様式 ホームドア等設置促進事業費補助金交付請求書 第１３条 

第１７号様式 消費税等仕入控除税額報告書 第１４条 

第１８号様式 ホームドア等設置促進事業に係る財産処分協議申請書 第１６条 

 

 


